
平成１９年六戸町職員の給与・定員管理等の実態を公表します。

（１）人件費の状況（一般会計決算）

（２）職員給与費の状況
（一般会計決算）

Ａ Ｂ Ｂ/Ａ

（注） 1 職員手当には退職手当を含まない。

2 職員数は、平成18年4月1日現在の人数である。

（一般会計予算）

Ａ Ｂ Ｂ/Ａ

（注） 1 職員手当には退職手当を含まない。

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） 1

85 306,424 39,617

職員手当 期末・勤勉手当 計給料

126,188

区分
職員数 給与費

19年度
人 千円 千円 千円 千円

一人当たり給与費

18年度

千円

ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

六戸町の職員の給与は、その職務と責任に応じて国や他の地方公共団体等の給与などの実態を考慮し、議会の議決を経て
条例・規則で定められていますが、その概要についてお知らせします。

六戸町の給与・定員管理等について

千円人 千円 千円

Ｂ/ＡＢＡ

職員手当
区分

給与費

486,389

(参考)類似団体平均

千円

5,805

一人当たり給与費

472,229 5,556

千円

5,591131,275

人 千円

給料

千円千円

計期末・勤勉手当

人件費歳出額 人件費率実質収支 （参考）

％

17年度の人件費率

17.6

一人当たり給与費

千円

％

17.1

18年度
320,630

10,827 4,813,657

34,484

194,842 823,146

87

１．総括

職員数

（18年度末）
区分

住民基本台帳人口

(H14)
96

(H14)
96.2

(H14)
97.8

(H19)
93.9(H19)

92.9

(H19)
96.5

90

95

100

105

六戸町 類似団体平均 全国町平均

（例）



２．職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況
①一般行政職

平成１８年４月１日現在

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

平成１９年４月１日現在

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職
平成１８年４月１日現在

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

平成１９年４月１日現在

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※技能労務職（用務員）については個人情報保護の観点より非公開。民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

（注） 1

2

-

-

--

-

参考

Ａ/Ｂ

-

平均給与月
額

（Ｂ）
-

平均年齢
対応する民間
の類似職種

48.3

※

326,017

民 間

48.4

56.5 348,866

40.7

38.6

57.5

49.3

※

53.4

48.0

平均年齢

うちその他 5,837,848

うち用務員

うち自動車運転手

平均年齢

※

5,834,570

43.3

40.4

39.11

平均給料月額

308,198

328,477

区 分

-

- -

2

うち用務員

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれの平均給与月額を12倍したものに、公務員において
は前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

-

-

-国

1

283,800

六 戸 町 318,500 350,18152.4

43.6

345,800

国 286,500

311,541

※

348,866

335,206

353,316

平均年齢

公務員
（C)

-

民間
（D)

うち自動車運転手 2

平均給与月額
平均給与月額

383,541

平均給与月額

337,445

-

六 戸 町

区 分

六 戸 町

国

（国ベース）
平均年齢

区分

332,301

※

318,595

（国ベース）

平均給料月額

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の
額を合計したものであり地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当
が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

六 戸 町

うちその他

類似団体

うちその他

区分

六 戸 町

平均給与月額

350,250

359,932

平均給与月
額

（Ａ）

公 務 員

294,872

職員数

5

「平均給料月額」とは、各職種ごとの職員の基本給の平均である。

321,108

325,724

平均給与月額

区 分

374,682

※

※

285,100

345,800

※

290,800

336,695

318,595

平均給料月額

367,862

うち自動車運転手

国

321,300

305,707

-

うち用務員　　　　　　　　　　※

（国ベース）

328,079

平均給料月額 平均給与月額

類似団体 329,773

299,259

343,730

381,212

平均給与月額

（国ベース）

357,471

354,085

類似団体

類似団体 327,171 372,157

年収ベース（試算値）の比較

-

参考

C/D



（２）職員の初任給の状況
平成１８年４月１日現在

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

平成１９年４月１日現在

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
平成１８年４月１日現在

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

平成１９年４月１日現在

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

３．一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況

人 ％

人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％

人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％

1 六戸町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

技能労務職
高校卒 -

中学卒 -

-

148,000

高校卒
技能労務職

六 戸 町

170,200

123,900

424,000

386,500

131,500

- 424,000

148,000

131,500

183,800

２年後の給料

一般行政職
大学卒

-

経験年数３５年以上経験年数３０年

439,600

経験年数３５年以上経験年数１５年 経験年数２０年

-

中学卒 123,900 131,500

区 分 経験年数１０年

123,900

-

271,600 320,600

280,100

369,800

-

-

-

375,400

170,200 183,800

区 分

高校卒

初任給 ２年後の給料

134,000 142,800

131,500

138,400

課長補佐、事務局次長、主幹

課長、室長

４級

課長、事務局長課長、事務局長

138,400

中学卒

六 戸 町

初任給

大学卒

148,000

134,000 142,800

経験年数１０年

142,800

６級

406,000

経験年数２０年

技能労務職
高校卒

高校卒

一般行政職
大学卒

経験年数２５年

134,000

123,900

２年後の給料

170,200 183,800

国

初任給

407,900

386,500 396,000

-

319,000

経験年数３０年経験年数２５年

- -

262,900

構成比

- -

276,900 324,100

348,100-

主事

407,500

-

１級

職員数

359,200

7.8

14

中学卒

-

-

高校卒 214,000 263,300

12

-

区 分

構成比

183,800

技能労務職

100.0

高校卒
一般行政職

一般行政職

区 分

234,800 278,900

大学卒

経験年数１５年

138,400 148,000

初任給 ２年後の給料

170,200

5.1

23.4

３級

２級

（注）

計

６級

主査

高校卒

４級 課長補佐、事務局次長、主幹

５級 課長、室長

主事

構成比

平成19年4月1日現在

職員数

5年前（平成14年4月1日現在）

区分 標準的な職務内容標準的な職務内容

1年前(平成18年4月1日現在)

区分 区分

国

134,000 142,800

138,400

14

主事補

標準的な職務内容

443,300

343,500

348,100

333,300

％20.2

5.5

6.5

６級 課長補佐、事務局次長、主幹 31.5

6４級 主任主査

７級 課長、室長、事務長、次長

計 100.0

職員数

77

4

6

18

23

12.0

８級

92

5

11

2926.2

20.2

20.2

５級

２級

計

4.8

84

7 8.4

100.0

課長、事務局長

人

17

17

4

22

１級

３級％18.2人総括主査

％15.6

29.9

人

５級 総括主査

主事

１級

総括主査

17主査

％人
7 7.6

4.3

３級 主査 17.4

15.2

16

4

２級



平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

（２）昇給への勤務成績の反映状況
人事評価が未実施であるため、昇給区分に差を設けなかった。

ただし、疾病等により勤務実績に差がでた者については、その実績に応じて昇給区分

を決定している。

４．職員の手当の状況

（１）期末・勤勉手当

支給実績(18年度)

（18年度支給割合） （18年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

( ) ( ) ( ) ( )

（注） （　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

人事評価が未実施であるため、成績率に差を設けず一律の支給を行っている。

月分

１人当たり平均支給額（18年度）

3.00 1.45月分

1.60

千円1,496

月分 3.00

0.70

１０～２５％

（加算措置の状況）（加算措置の状況）

職務上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 ５～１５％

六 戸 町 国

月分

月分

月分

-

月分

千円124,174

月分0.75

1.45

（注）

1.60

職務上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算

・管理職加算

５～２０％

１級 15.6%
１級 20.2%

１級 4.3%

２級 29.9% ２級 20.2%

２級 15.2%

３級 18.2%

３級 20.2%

３級 17.4%

４級 23.4% ４級 26.2%

４級 6.5%

５級 7.8%
５級 4.8%

５級 7.6%

６級 5.1% ６級 8.4%

６級 31.5%

７級 12.0%

８級 5.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成19年の構成比 1年前の構成比(H18) 5年前の構成比(H14)



（２）退職手当（平成１９年４月１日現在）

（退職時特別昇給 ） 定年前早期退職特例措置（２～２０％加算）

定年前早期退職特例措置（２～２０％加算）

一人当たり平均支給額(18年度)

退職手当の1人当たり平均支給額は、18年度に退職した職員に支給された平均額である。

（３）特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在）

院長 ７５０，０００円/月

副院長 ５５０，０００円/月

医長 ４８０，０００円/月

医員 ４５０，０００円/月

往診、手術料金加算分実収に割合を乗じた額

医師 ８０/１００

看護師 ２０/１００

１回 ６，８００円

（４）時間外勤務手当
支給実績 千円

職員１人当り平均支給年額 千円

支給実績 千円

職員１人当り平均支給年額 千円

（５）その他の手当（平成19年4月1日現在）

（注）

配 偶 者

6,000 円

13,000 円

国の制度
との異同

同じ

同じ

－

－

－6,500 円

同じ

同じ

6,000 円

11,000 円

－

－

国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

六 戸 町

勤続２０年 23.50 月分 30.55 月分 勤続２０年 23.50 月分 30.55 月分

勤続２５年 33.50 月分 41.34 月分 勤続２５年 33.50 月分 41.34 月分

勤続３５年 47.50 月分 59.28 月分 勤続３５年 47.50 月分 59.28 月分

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

なし

自己都合 勧奨・定年

21,981 千円 26,381 千円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

診療従事手当 医師 診療に従事した時

往診･手術手当 医師、看護師 往診・手術に従事した時

夜間看護手当 看護師、准看護師
深夜（午後１０時から午前５時ま
での間をいう。）において行われ
る看護業務に従事した時

平成18年度 3,933

決算 64

平成17年度 5,893

決算 92

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価
国の制度と
異なる内容

支給実績
支給職員一人当たり

平均支給年額

(18年度決算) （18年度実績）

10,709 千円 202,054 円

配
偶
者
以
外

1人目
配偶者有

扶養親族

被扶養親族

配 偶 者 無

2 人 目 以 降

特定期間の加算(16歳から22歳の子) 5,000 円 同じ －

住 居 手 当
( 月 額 )

借間、借家居住者 ２７，０００円以内 同じ －

扶 養 手 当
( 月 額 )

同じ

4,247 千円 107,427 円
持ち家 ３，０００円 異なる

支給要件・・新築又は購入

の

日から５年を経過していな

－

3,017 千円 47,895 円交通用具 ２，０００円から 同じ －

全額支給限度額 ５５，０００円 同じ －

管 理 職 手 当
( 月 額 )

管理職（課長、事務局長） ３０，０００円 異なる 定額

通 勤 手 当
( 月 額 )

交通機関 運賃相当額 同じ

3,240 千円 360,000 円



５．特別職の報酬等の状況（H19年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

699,000円(最終給料額)

 × 45.5/100(支給率) × 48月(4年)

546,000円(最終給料額)

 × 26.5/100(支給率) × 48月(4年)

491,000円(最終給料額)

 × 22.5/100(支給率) × 48月(4年)

副 町 長

給
料

区 分
給料・報酬月額等

(参考)類似団体における最高/最低額

町 長 699,000 860,000 ／ 385,000

546,000 679,000 ／ 365,000

報
　
酬

287,000 327,000 ／

225,000 250,000 ／議 員

副 議 長

議 長 228,000

233,000 270,000 ／ 173,000

152,000

期
末
手
当

6月期 12月期 計

町 長 1.60 月分 1.65 月分 3.25 月分

副 町 長 1.60 月分 1.65 月分 3.25 月分

教 育 長 1.60 月分 1.65 月分 3.25 月分

議 長

1.60 月分 1.65 月分 3.25 月分副 議 長

議 員

退
職
手
当

算 定 方 式 支給時期

町 長
任
期
満
了
時

副 町 長

教 育 長



６　職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（注）１　職員数は一般職に属する職員数であり、教育長は含まない。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（19年4月1日現在）

　

△ 76673小 計

一
般
行
政
部
門

0 5

人

0

人

11 118710 20 18 919 6 13

人
職員数

人 人 人 人 人 人 人 人

～

43歳 47歳 51歳 55歳

人 人

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 59歳 以上

～～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

56歳 60歳

[　１５３　］ [　１５３　］ 0

40歳 44歳 48歳 52歳

区　分

20歳 20歳 24歳

病 院

28歳 32歳 36歳

小 計 39

27

老人保険事業（町民福祉課） 1

建 設 下 水 道 課

40 1

126 118 △ 8

1 0

介護保険事業（町民福祉課） 3 6 3

3 3 0

国保事業（町民福祉課・税務課） 5 4 △ 1

1 1 0

26 △ 1

△ 1

　教
　育部
　   門

教 育 課 13 11 △ 2

小 計 14 12

図 書 館

建 設 下 水 道 課 9 8 △ 1

退職者の不補充

△ 2

町 民 課 5 0 △ 5

町 民 福 祉 課 0 14 14

14 0 △ 14

組織の統廃合による増（町民課と保健福祉課を統合

3 2 △ 1

9 8

1

7 6 △ 1

14 14 0

保 健 福 祉 課

6 7 1

会 計 課 3 4

3 3 0

（各年４月１日現在、単位：人）

職 員 数 対前年
増減数平成18年 平成19年

主 な 増 減 理 由

退職者の不補充

〈参考〉
人口１，０００人あたりの職員数　6.68人
（類似団体の人口１，０００人当りの職員数　10.08人）

退職者の不補充

退職者の不補充

退職者の不補充

自治体国際化協会へ派遣　２名

組織の統廃合による減（保健福祉かと統合）

組織の統廃合による減（町民課と統合）

業務増

会計管理者の設置

退職者の不補充

地域包括支援センター創設による増

退職者の不補充

普

通

会

計

部

門

　　　　　　　　　　　　　　　　　区　　分
　　　部　　門

　　　公
　　　営
　　　企会
　　　業計
　　　等部
　　 　　門

合 計

農業委員会事務局

産 業 課

議 会 事 務 局

企 画 財 政 課

税 務 課

総 務 課

0.0

4.2

8.5

17.0

15.3
16.1

5.1
5.9

7.6

9.3

11.0

0.00.0

5.0

15.1
13.7

10.1

5.0
5.8

8.6 8.6

15.9

12.2

0.00

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20
歳
未
満

20
｜
23

24
|
27

28
｜
31

32
｜
35

36
｜
39

40
｜
43

44
｜
47

48
｜
51

52
｜
55

56
｜
59

６０
歳
以
上

構成比

５年前の構成比

%



(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

①　定員適正化目標（数・率）

％

②　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

合計　１３人削減

③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（各年４月１日現在）

42 42

0 △ 3 △ 3

職員数 45 43 41 41 42 42

増　減 △ 2 △ 2 0 1

3 3

計

0 0 0

職員数 3 3 3 3 3 3

増　減 0 0 0 0

27 26

下水
道

0 0 △ 1

職員数 27 27 26 26 27 27

増　減 0 △ 1 0 1

13
公
営
企
業
等
会
計

病
院

△ 3 △ 2

職員数 15 13 12 12 12 12 12

増　減 △ 2 △ 1 0 0 0

数値目標

特別行政

75

（注）１　計画期間は、17年～22年の５年間である。

　　　２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

Ｈ２２年 Ｈ１７～２２年 （参考）　　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

Ｈ１７年 Ｈ１８年 Ｈ１９年

４　年　目 ５　年　目 計

76

計画前年 １　年　目 ２　年　目

Ｈ２０年

３　年　目

△ 11

76 74

Ｈ２１年

0

7483 77

△ 10(101%)△ 6 △ 2△ 1
一般行政

△ 2

職員数 85

増　減

３　年　目

（参考）

計 数値目標

Ｈ１８年 Ｈ１９年

計画前年 １　年　目 ２　年　目 ４　年　目 ５　年　目

平成17年4月1日 平成22年4月1日 △ 10.0

　一般行政部門　　　１０人削減
　特別行政部門　　　　２人削減
　公営企業等会計　　 １人削減

　　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

Ｈ１７年

計画期間
数値目標

始　期 終　期

Ｈ２０年 Ｈ２１年 Ｈ２２年 Ｈ１７～２２年

(100%)

(100%)

(96%)

(108%)


